




























判決日 裁判所 紛争当事者（銀行） 勝訴・敗訴 紛争原因
①昭和51・11・25 東京高判 銀行の直接介入なし 信用状開設遅延
昭和52・ 6 ・28 最三小判
②昭和51・12・17 大阪地判 東京銀行 ○ 非指定の買取銀行の
手形買取の可否
③昭和52・ 4 ・18 東京地判 第一勧業銀行 ○ デイスクレ・信用状
昭和59・ 4 ・26 東京高判 ○ 条件変更と受益者同意
④昭和58・ 3 ・ 3 東京地判 銀行の直接介入なし 不安の抗弁権
⑤昭和59・ 1 ・30 大阪地判 関西相互銀行 ○ デイスクレ
昭和60・ 7 ・31 大阪高判 ○
平成 2・ 3・20 最三小判 ○
⑥昭和61・ 3 ・28 大阪地判 韓国外換銀行 スタンドバイ信用状
昭和63・ 5 ・21 大阪高判 の有効期限
平成 3・11・18 最三小判
⑦昭和62・ 5 ・27 東京地判 富士銀行 ○ 書類点検義務違反
⑧平成 1・ 8・28 東京地判 信用金庫 UCP第 3条・4条の取立
紛争への適用
⑨平成 2・ 2・ 8 大阪地判 韓国外換銀行・ 外銀間の買戻し商習慣
インドステート銀行 認定
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⑩平成 2・11・19 東京地判 東京銀行 約定書 15 条買戻し
平成 3・ 8・26 東京高判 請求権
⑪平成 4・ 4・22 東京地判 三和銀行 書類点検義務・デイスクレ
買戻し請求権
⑫平成 5・ 2・22 東京地判 三菱銀行 約定書 15 条 2 項 1 号取立・
再買取の拒絶
⑬平成 9・ 6・30 東京地判 東京三菱銀行 ○ 書類点検義務
⑭平成 9・ 7・30 東京地判 あさひ銀行 不安の抗弁権
平成10・ 3 ・24 東京高判
⑮平成10・ 3 ・25 東京地判 第一勧業銀行 ○ 書類点検義務・買戻義務
の履行（信義則上の）
⑯平成12・ 9 ・25 大阪地判 中国国際商業銀行 × 信用状修正の通知遅れ
平成13・ 6 ・12 大阪高判 × （UCP18 条）
平成15・ 3 ・27 最一小判 ○
⑰平成12・12・18 東京地判 東京都民銀行 ○ 不安の抗弁権
⑱平成14・ 3 ・11 東京地判 みずほ銀行 × デイスクレ・UCP18 条
平成15・ 5 ・27 東京高判 ○
⑲平成14・ 7 ・11 東京地判 みずほ銀行 約定書 15 条による銀行の
平成15・ 1 ・27 東京高判 手形買戻し権の法的性質
⑳平成15・ 9 ・26 東京地判 バリバ銀行 デイスクレ・PPネゴ







































（10）平成 2年 11 月 19 日東京地判
平成 3年 8月 26 日東京高判
信用状付き荷為替手形の買取は、手形の売買であり、再買取銀行から償還を請求された買取銀行は、

















関連する手形の引き受けが拒絶されたので、X銀行は外為約定書第 15 条に基づき Yに対し買戻し請
求を行い提訴した。Yはこれに対して X銀行の本件請求権は手形法 70 条 2 項により手形の満期日か










（12）平成 5年 2月 22 日東京地判
外国向為替手形取引約定書 15 条 2 項 1 号にいう「外国向為替手形の取立て、再買取が拒絶され場
合」とは，事由の如何を問わず、取立て・再買取が拒絶された一切の場合をいうとの判断が示された。
























（18）平成 14年 3月 11 日東京地判
























（19）平成 14年 7月 11 日東京地判












（20）平成 15年 9月 26 日東京地判



























































＊橋本喜一：信用状における償還請求の諸問題（上）」『手形研究』493 号 1994 年 14 頁以下。判例
時報 1368 号 5 頁以下。民商法雑誌 103 巻 2・3 号 1 頁以下。「現代の荷為替信用状をめぐる法的



















































① 『金融法務事情』833 号 33 頁以下。
② 『判例タイムズ』352 号 278 頁以下。『判例時報』859 号 91 頁以下。『金融法務事情』817 号 34 頁以下。
橋本喜一『判例時報』1368 号 7 頁。
③ 『金融法務事情』831 号 30 頁以下。『金融法務事情』1069 号 32 頁以下。『金融・商事判例』700 号 18 頁
以下。
④『判例時報』1087 号 101 頁以下。内田勝一『ジュリスト』812 号 122 頁以下。
⑤『判例タイムズ』569 号 68 頁以下。『判例時報』1177 号 64 頁以下。『金融法務事情』1104 号 42 頁以下。
『金融法務事情』1259 号 36 頁以下。橋本喜一『判例時報』1368 号 8 頁以下。大塚章男『ケースブック
国際取引法』（青林書院）2004 年 56 頁。飯田勝人「信用状の機能と限界」
『国際商取引とリスクマネージメント』（同文館）2004 年 210 頁以下。
⑥『金融・商事判例』901 号 18 頁以下。宍戸善一『金融法務事情』1364 号 7 頁以下。
⑦『金融法務事情』1161 号 47 頁以下。飯田勝人『金融法務事情』1302 号 2 頁。
⑧『判例タイムズ』735 号 274 頁以下。『金融・商事判例』829 号 33 頁以下。
⑨『判例時報』1351 号 144 頁以下。『金融法務事情』1248 号 37 頁以下。長久保隆英『手形研究』463 号 16
頁以下。同長久保隆英『金融法務事情』1251 号 22 頁以下。橋本喜一前掲『判例時報』1368 号 6 頁以下。
飯田勝人前掲『国際商取引とリスクマネージメント』210 頁以下。
小塚荘一郎『ジュリスト』1021 号 141 頁以下。江頭憲治郎『別冊ジュリスト』164 号 140 頁。
⑩『金融法務事情』1272 号 37 頁以下。『金融・商事判例』862 号 17 頁以下。橋本喜一『手形研究』493 号
16 頁以下。長久保隆英『手形研究』451 号 18 頁以下。神田秀樹『金融法務事情』1304 号 15 頁以下。『金
融法務事情』1300 号 25 頁以下。『金融・商事判例』888 号 16 頁以下。大塚章男前掲『ケースブック国際




⑪『金融法務事情』1349 号 54 頁以下。浜田道代『金融法務事情』1364 号 11 頁以下。大塚章男前掲『ケー
スブック国際取引法』66 頁以下。
⑫『金融・商事判例』932 号 9 頁以下。小塚壮一郎『ジュリスト』173 号 208 頁以下。桑原康行『手形小切
手百選（第 5版）』204 頁以下。
⑬『判例タイムズ』966 号 230 頁以下。『金融法務事情』1512 号 36 頁以下。小原三佑喜『銀行法務 21』549
号 54 頁以下。小原三佑喜『金融法務事情』1516 号 30 頁以下。
大塚章男前掲『ケースブック国際取引法』68 頁以下。
⑭『判例タイムズ』976 号 191 頁以下。『金融・商事判例』1038 号 28 頁以下。小原三佑喜『金融法務事情』
1516 号 30 頁以下。山田陽三『判例タイムズ』1005 号 94 頁以下。『金融・商事判例』1056 号 40 頁以下。
小原三佑喜『国際金融』1078 号 86 頁以下。平野英則『国際商取引学会年報』第 4号 141 頁以下。大塚章
男前掲『ケースブック国際取引法』53 頁以下。
⑮『金融・商事判例』1056 号 35 頁以下。大塚章男前掲『ケースブック国際取引法』63 頁以下。『金融法務
事情』1540 号 77－78 頁。
⑯『金融・商事判例』1110 号 56 頁以下。『金融法務事情』1603 号 47 頁以下。『判例時報』1742 号 122 頁以
下。小原三佑喜『金融法務事情』1623 号 34 頁以下。『金融・商事判例』1123 号 25 頁以下。大塚章男前
掲『ケースブック国際取引法』60 頁以下。『金融法務事情』1677 号 54 頁以下。長久保隆英『金融法務事
情』1680 号 49 頁以下。平野英則『金融法務事情』1716 号 19 頁以下。橋本喜一『金融法務事情』1686 号
1 頁。『金融・商事判例』1173 号 2 頁以下。『金融・商事判例』1169 号 39 頁以下。飯田勝人前掲『国際商
取引とリスクマネージメント』210 頁。
⑰『金融・商事判例』1119 号 57 頁以下。『金融法務事情』1612 号 88 頁以下。平野英則前掲『国際商取引
学会年報』第 4号 141 頁以下。小原三佑喜『国際金融』1070 号 60 頁以下。
⑱『金融・商事判例』1178 号 43 頁以下。小原三祐喜『金融法務事情』1694 号 1 頁。同小原『金融法務事
情』1189 号 1 頁。飯田勝人『金融・商事判例』1173 号 2 頁以下。
⑲『金融法務事情』1675 号 66 頁以下。
⑳『金融法務事情』1706 号 40 頁以下。長久保隆英『金融法務事情』1717 号 65 頁以下。『金融法務事情』1714
号 110 頁以下。沢野直紀『私法判例リマークス』30－2005（上）82 頁以下。浅井弘幸『銀行法務 21』644 号
28 頁。小原三祐喜『銀行法務 21』633 号 76 頁。森下哲郎『ジュリスト』1291 号 292 頁以下。
2）前掲江頭憲治郎『別冊ジュリスト』164 号 140－141 頁。前掲長久保英孝『金融法務事情』1251 号 22 頁以下
並びに『手形研究』463 号 16 頁以下。橋本喜一「現代の荷為替信用状をめぐる法的諸問題－im Lehrbuchsstil
－」『追手門経済・経営研究』第 10 号（2003 年）46 頁参照。
ここでの判例批判としては、再買取の特約の法律的性格の解釈に関するものと銀行主張の特異な商慣習
に対するものであった。
3）前掲神田秀樹『金融法務事情』1304 号 15 頁以下。前掲長久保隆英『手形研究』451 号 18 頁以下。
判旨に反対する意見としては、長久保『手形研究』451 号の「約定書 15 条に規定ある買戻事由があれば
その事由の正当性の如何にかかわらず、買取依頼人に対して買い戻しを請求できるのとの判旨からすれば、
信用状に基づく買取でありながら、統一規則を全く無視するものであって、信用状取引の基盤にかかわる
もの」と言うものの他、前掲橋本『手形研究』493 号 16 頁以下で述べられている確認銀行の場合も特約が
あれば権利濫用以外すべて償還可能との判断に対する批判である。
4）前掲浜田道代『金融法務事情』1364 号 11 頁。
5）前掲小塚壮一郎『別冊ジュリスト』173 号 208－209 頁。「判例が外為約定書の有効性を肯定するのは、この
様な形で買取依頼人にもメリットが還元されていることを踏まえた判断だと思われる。そうだとすれば、
顧客に転嫁されるリスクと還元されるメリットの均衡が破られるような場合には、権利濫用なり信義則違
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反として外為約定書の援用が許されないことになるであろう」
6）平成 15 年 3 月 27 日判決⑯に関連する評論



























7）前掲長久保英孝『金融法務事情』1717 号 65 頁以下。沢野直紀『私法批判リマークス』82 頁以下。
本判決で初めて司法の場で問題となった PPネゴは、発行銀行からの入金後の支払いの実行であることか
ら外為約定書による買取とは、発行銀行からの支払い確定後の決済という意味では同じ決済方法とも言え
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義務の確約に当たるとは言えず、この合意は実質的に取立であり、統一規則上の買取には該当しない」と
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さに bad faith practice であり、公序良俗に反するとすら言うべき」との強い批判が示されている。更に、小
原三祐嘉『金融法務事情』1713 号 1 頁以下では、「PPネゴのような negotiation とは全く異質の取立取引
（collection）なのに買取であると強弁して受益者から charge を徴収しつつ、特約に隠れて受益者に一円の対
価も支払わないものは裁判所によって存在を否定されるべきである」とまで言われている。
8）飯田勝人『金融法務事情』1278 号 28 頁以下。
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9）若杉雄次『手形研究』427 号 9 頁並びに飯田勝人『金融法務事情』1277 号 18－20 頁。
10）飯田・四宮・高安・成田・松本・和田「ひな型の逐次解説」『金融法務事情』1024 号 12 頁以下。
11）小原三佑喜『金融法務事情』1371 号 8 頁。
12）飯田勝人『國際取引法第二版』青林書院（1997 年）235 頁。
13）長久保隆英『国際金融』960 号 8 頁並びに前掲長久保『手形研究』463 号 20 頁。
Commercial Practice in Japan of Documentary
Credit Transactions
: In Relation to Recent Disputes
Hiroyuki NISHIGUCHI
In Japan, we have a very peculiar commercial practice of the transactions for Documentary Letter of
Credit System which causes several disputes in our export business.
This paper firstly investigates trial cases on this issue and secondly analyzes decisions made by the
court in relation to whether they are acceptable from the point of view of world standards such as UCP
(Uniform Customs and Practice for Documentary Credits) and finally make some proposals of how to
improve this commercial practice to meet world standards.
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